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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端が開口する有底状のケースおよび前記開口を閉塞するように前記ケースに取付けら
れた閉塞部材を有する筐体と、上下の接地導体層に挟まれた誘電体中にストリップ線路に
よる高周波信号線路を有し、一方の接地導体層が前記ケースに接触するようにして前記ケ
ースに収納される多層基板と、前記閉塞部材を前記ケースに固定する固定手段とを備えた
高周波回路において、
　他方の接地導体層と接触するように前記多層基板と前記閉塞部材の間に金属製の弾性シ
ートを介装し、前記閉塞部材が前記弾性シートを介して前記多層基板を前記ケースの底面
に向かって押圧し、
　前記多層基板は、他方の接地導体層および誘電体の一部を貫通する凹部を有し、前記凹
部の底面に前記高周波信号線路を露出させるとともに、前記高周波信号線路に接続される
ように前記凹部に半導体素子が収容され、
　前記弾性シートは、前記半導体素子の上面に接触する接触部を有することを特徴とする
高周波回路。
【請求項２】
　前記弾性シートの面積は、前記ケースの開口面積よりも大きく形成されるとともに、前
記弾性シートの外周部に折り曲げ部が設けられ、前記折り曲げ部は、前記ケースの内周部
に接触することを特徴とする請求項１に記載の高周波回路。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高周波回路に関し、特に、マイクロ波帯やミリ波帯等の高周波を搬送波とす
るレーダーや無線通信、衛星通信等に使用される送受信機に内蔵される高周波回路に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、半導体素子の高密度化を図りつつ配線基板に取付ける方法として、マイクロ
ストリップ線路が形成された配線基板に半導体素子を取付けるようにした高周波回路が知
られている。
【０００３】
　例えば、図５に示すように、表面にマイクロストリップ線路が形成され、裏面に接地パ
ターンが形成された誘電体からなる基板１の表面に増幅素子等の半導体素子２を実装する
。
【０００４】
　この基板１は接地パターンが下面になるようにしてアルミダイキャスト等の金属製のケ
ース３に装着されるようになっており、基板１を取り囲むケース３の容積、すなわち、基
板１とケース３の内周面に形成される空間４の容積により周波数特性が決定されることが
知られている。
【０００５】
　ところが、このようなマイクロストリップ線路が形成された基板１をケース３に取付け
る場合には、空間４を形成する必要があるため、１０ＧＨｚ以上の波長が短いマイクロ波
帯域においては、空間４に放射ノイズが発生したり、半導体素子２の入出力間の電波の回
り込みによる発信、周波数特性の劣化、高周波回路の入出力の電圧定在波比（ＶＳＷＲ）
の劣化等の要因となってしまう。
【０００６】
　このため、生産ラインにおいて、それらの不具合を解消するために、高周波回路毎に高
周波信号線の幅や長さ等の調整作業が必要となってしまい、高周波回路の生産性が悪化し
てしまった。
【０００７】
　このような不具合を解消するために、余分な空間４を排除することができるトリプレー
ト構造を備えた高周波回路が知られており、図６のように示される（例えば、特許文献１
参照）。
【０００８】
　図６に示すように、アルミダイキャスト等からなる有底状のケース１０内には、多層基
板１１が収納されている。この多層基板１１は、誘電体１２と、誘電体１２の上下面に設
けられた接地導体層１３、１４と、接地導体層１３を貫通して高周波信号線１５を露出さ
せる凹部１６と、凹部１６に収納される半導体素子１７とを含んで構成されている。
【０００９】
　多層基板１１は下方の接地導体層１４がケース１０の底面に当接するようにしてケース
１０に取付けられており、上方の接地導体層１３に当接するように金属製の蓋１８がケー
ス１０に取付けられる。
【００１０】
　また、蓋１８にはネジ穴１８ａが貫通しているとともに、多層基板１１にはネジ穴１１
ａが貫通しており、ケース１０にはネジが螺合するネジ溝１０ａが形成されている。
【００１１】
　そして、ネジ穴１８ａ、１１ａを通してネジ１９を挿通し、このネジ１９をケース１０
のネジ穴１０ａに螺合することにより、多層基板１１および半導体素子１７がケース１０
に取付けられる。
【特許文献１】特開２０００－２６９３８２号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかしながら、このような従来の高周波回路にあっては、ネジ穴１８ａ、１１ａを通し
てネジ１９を挿通し、このネジ１９をケース１０のネジ穴１０ａに螺合することにより、
多層基板１１および半導体素子１７をケース１０に取付けるようにしているため、ネジ１
９の周辺の蓋１８、多層基板１１およびケース１０の間には隙間が形成されることがない
が、ネジ１９から離隔した蓋１８、多層基板１１、ケース１０の間には隙間が形成されて
しまうことがある。
【００１３】
　このように蓋１８と多層基板１１の間および多層基板１１とケース１０の間に隙間が形
成されると、蓋１８と多層基板１１の間および多層基板１１とケース１０の間に高周波的
に電位差が発生してしまい、高周波回路の高周波特性が不安定になってしまうおそれがあ
る。
【００１４】
　このため、例えば、高周波回路に接続される所定の入力回路から高周波回路に信号が入
力した場合に、高周波回路から所定の出力回路に送信される信号のばらつき等が発生して
しまうおそれがある。
【００１５】
　また、蓋１８と多層基板１１の間に隙間が形成されることに加えて、蓋１８と半導体素
子１７の間に隙間が形成されてしまうので、半導体素子１７と多層基板１１の間にも高周
波的な電位差が生じてしまい、この点においても高周波特性が不安定になってしまうおそ
れがあり、未だ改良の余地がある。
【００１６】
　本発明は、従来の問題を解決するためになされたもので、筐体と多層基板の間を高周波
的に同電位に保つことができ、高周波特性を安定させることができる高周波回路を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明に係る高周波回路は、一端が開口する有底状のケースおよび前記開口を閉塞する
ように前記ケースに取付けられた閉塞部材を有する筐体と、上下の接地導体層に挟まれた
誘電体中にストリップ線路による高周波信号線路を有し、一方の接地導体層が前記ケース
に接触するようにして前記ケースに収納される多層基板と、前記閉塞部材を前記ケースに
固定する固定手段とを備えた高周波回路において、他方の接地導体層と接触するように前
記多層基板と前記閉塞部材の間に金属製の弾性シートを介装し、前記閉塞部材が前記弾性
シートを介して前記多層基板を前記ケースの底面に向かって押圧するものから構成されて
いる。
【００１８】
　この構成により、多層基板と閉塞部材の間に金属製の弾性シートを介装し、閉塞部材が
弾性シートを介して多層基板をケースの底面に向かって押圧するようにしたので、多層基
板の下部に設けられた接地導体層とケースの間に隙間が形成されることがないとともに、
多層基板の上部に設けられた接地導体層と閉塞部材の間に隙間が形成されることがない。
すなわち、筐体と接地導体層が密着して筐体と接地導体層の間に隙間が形成されることが
ない。
　したがって、筐体と多層基板の間を高周波的に同電位に保つことができ、高周波特性を
安定させることができる。このため、高周波回路を所定の入力回路や所定の出力回路に接
続した場合に入力回路から高周波回路に信号が入力したときに、高周波回路から出力回路
に送信される信号のばらつき等が発生するのを防止することができる。
【００１９】
　また、本発明に係る高周波回路は、前記多層基板は、他方の接地導体層および誘電体の
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一部を貫通する凹部を有し、前記凹部の底面に前記高周波信号線路を露出させるとともに
、前記高周波信号線路に接続されるように前記凹部に半導体素子が収容され、前記弾性シ
ートは、前記半導体素子の上面に接触する接触部を有するものから構成されている。
【００２０】
　この構成により、半導体素子と閉塞部材の間に隙間が形成されることがないとともに、
多層基板の上部に設けられた接地導体層と閉塞部材の間に隙間が形成されることがないの
で、半導体素子と閉塞部材および多層基板と閉塞部材の間を高周波的に同電位に保つこと
ができ、高周波特性を安定させることができる。
【００２１】
　また、弾性シートに半導体素子の上面に接触する接触部を設けたので、半導体素子の上
面が多層基板の上部の接地導体層から突出するような構成にしても弾性シートを半導体素
子に確実に密着させることができ、半導体素子と閉塞部材の間に隙間が形成されるのを確
実に防止することができる。
【００２２】
　また、本発明に係る高周波回路は、前記弾性シートの面積は、前記ケースの開口面積よ
りも大きく形成されるとともに、前記弾性シートの外周部に折り曲げ部が設けられ、前記
折り曲げ部は、前記ケースの内周部に接触するものから構成されている。
【００２３】
　この構成により、加工精度等によって多層基板の両端部とケースの内周面の間に隙間が
形成されてしまう場合には、折り曲げ部が閉塞部材に押圧されてケースの内周面に撓んだ
状態で接触し、多層基板の両端部とケースの内周面の間に形成された隙間を埋めて、上方
の接地導体層をケースと閉塞部材に確実に接触させることができる。
【００２４】
　このため、筐体と多層基板の間を高周波的により一層同電位に保つことができ、高周波
特性をより一層安定させることができる。また、閉塞部材および半導体素子の両端部とケ
ースの内周面の間に隙間に多層基板から放射ノイズが発生してしまうのを抑制することが
できる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明は、筐体と多層基板の間を高周波的に同電位に保つことができ、高周波特性を安
定させることができる高周波回路を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明に係る高周波回路の実施の形態について、図面を用いて説明する。
　図１～図４は本発明に係る高周波回路の一実施の形態を示す図である。
　まず、構成を説明する。
【００２７】
　図１に示すように、固体電力増幅器２１は、例えば、衛星通信を行う超小型地球局（Ｖ
ｅｒｙ Ｓｍａｌｌ Ａｐｅｒｔｕｒｅ Ｔｅｒｍｉｎａｌ： ＶＳＡＴ）のＯＤＵ（Ｏｕｔ
　ｄｏｏｒ　ｕｎｉｔ）に使用されるマイクロ波を増幅する固体電力増幅器（Ｓｏｌｉｄ
　ｓｔａｔｅ　ｐｏｗｅｒ　ａｍｐｌｉｆｉｅｒ：ＳＳＰＡ）に適用される。
【００２８】
　固体電力増幅器２１は、一端が開口する開口部２２ａが形成された有底状のケース２２
と、開口部２２ａを閉塞するようにケース２２に取付けられた閉塞部材としての蓋２３と
を備えており、ケース２２および蓋２３は筐体２４を構成している。なお、ケース２２お
よび蓋２３はアルミニウム合金、亜鉛合金、マグネシウム合金等の金属から構成されてい
る。
【００２９】
　また、ケース２２内にはトリプレート構造を有する多層基板２５が収納されており、こ
の多層基板２５は、誘電体としての一対の絶縁層２６、２７と、絶縁層２６、２７の間に
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形成されたストリップ路線からなる銅箔の高周波信号線路２８と、絶縁層２６の下面全面
に形成された銅箔等の接地導体層２９と、絶縁層２７の上面全面に形成された銅箔等の接
地導体層３０とを含んで構成されている。
【００３０】
　すなわち、多層基板２５は、接地導体層２９、３０に挟まれた絶縁層２６、２７にスト
リップ線路による高周波信号線路２８を有し、下方の接地導体層２９がケース２２に接触
するようにしてケース２２に収納されている。
【００３１】
　また、多層基板２５には凹部３１が形成されており、この凹部３１は接地導体層３０お
よび絶縁層２７を貫通しており、凹部３１の底面に高周波信号線路２８が露出している。
【００３２】
　この凹部３１内には半導体素子としての増幅素子３２が収納されており、この増幅素子
３２は高周波信号線路２８に図示しないパンプ等を介して接続されている。
【００３３】
　また、多層基板２５と蓋２３の間にはリン青銅等の銅合金からなる長方形状の弾性シー
トとしてのバネシート３３が介装されており、このバネシート３３の面積は開口部２２ａ
の開口面積よりも大きく形成されている。なお、ケース２２の開口部２２ａも長方形状に
なるようにケース２２の内周壁が長方形状に形成されている。
【００３４】
　図２に示すように、バネシート３３の外周面には折り曲げ部３３ａが形成されており、
この折り曲げ部３３ａは、バネシート３３をケース２２に収納したときに、撓んでケース
２２の内周面に接触するようになっている。
【００３５】
　また、バネシート３３の内周部には切欠き部３３ｂを介して接触部としての一対の舌部
３３ｃ、３３ｄが形成されており、この舌部３３ｃ、３３ｄは接地導体層３０から上方に
突出する増幅素子３２の上面に接触している。このとき、舌部３３ｃ、３３ｄはバネシー
ト３３の面上から上方に突出するようになっている（図４参照）。
【００３６】
　また、蓋２３にはネジ穴２３ａが形成されているとともに、バネシート３３にはネジ穴
３３ｅが形成されている。また、多層基板２５にはネジ穴２５ａが貫通しており、ケース
２２の底面にはネジ溝２２ｂが形成されている。
【００３７】
　ネジ穴２３ａ、ネジ穴３３ｅおよびネジ穴２５ａには固定手段を構成する複数のネジ３
４（本実施の形態では６本）が挿通されるようになっており、このネジ３４はケース２２
のネジ溝２２ｂに螺合するようになっている。
【００３８】
　したがって、多層基板２５はネジ３４によってケース２２に固定される。このとき、ネ
ジ３４の締結力によって蓋２３がバネシート３３を介して多層基板２５をケース２２の底
面に向かって押圧する。
【００３９】
　本実施の形態では、多層基板２５を筐体２４に取付けるには、接地導体層２９を下向き
にして多層基板２５をケース２２に収納した後、接地導体層３０側にバネシート３３を載
置する。
【００４０】
　このバネシート３３は、ケース２２の開口部２２ａの開口面積よりも大きく形成されて
いるため、ケース２２に収納されるときに折り曲げ部３３ａがケース２２の内周面に摺接
しながら多層基板２５上に載置される。また、バネシート３３が多層基板２５に載置され
ると、舌部３３ｃ、３３ｄが増幅素子３２上に位置する。
【００４１】
　次いで、開口部２２ａを閉塞するように蓋２３をケース２２に取付け後、ネジ穴２３ａ
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、ネジ穴３３ｅおよびネジ穴２５ａにネジ３４を挿通して、ネジ３４をケース２２のネジ
溝２２ｂに螺合させることにより、多層基板２５をケース２２に固定する。
【００４２】
　このとき、ネジ３４の締結力によって蓋２３がバネシート３３を介して多層基板２５を
ケース２２の底面に向かって押圧するため、多層基板２５の接地導体層２９とケース２２
の底面が密着するとともに、接地導体層３０がバネシート３３を介して蓋２３に密着する
ため、接地導体層２９とケース２２の間および接地導体層３０とバネシート３３の間に隙
間が生じない。
【００４３】
　また、蓋２３がバネシート３３を介して多層基板２５を押圧したときに、図４に示すよ
うに舌部３３ｃ、３３ｄが上方に撓んで接地導体層３０から突出する増幅素子３２の上面
に密着するため、増幅素子３２がバネシート３３を介して蓋２３との間で隙間が生じない
。
【００４４】
　また、加工精度等によって多層基板２５の両端部とケース２２の内周面の間に隙間が形
成されてしまう場合には、折り曲げ部３３ａが蓋２３に押圧されてケース２２の内周面に
撓んだ状態で接触し、多層基板２５の両端部とケース２２の内周面の間に形成された隙間
を埋めて、接地導体層３０をケース２２と蓋２３に接触させることができる（図３参照）
。
【００４５】
　以上説明したように、本実施の形態では、多層基板と蓋２３の間にリン青銅からなるバ
ネシート３３を介装し、蓋２３がバネシート３３を介して多層基板２５をケース２２の底
面に向かって押圧するようにしたので、多層基板２５の下部に設けられた接地導体層２９
とケース２２の底面の間に隙間が形成されることがないとともに、多層基板２５の上部に
設けられた接地導体層３０と蓋２３の間に隙間が形成されることがない。すなわち、筐体
２４と接地導体層２９、３０が密着して筐体２４と接地導体層２９、３０の間に隙間が形
成されることがない。このため、筐体２４と多層基板２５の間を高周波的に同電位に保つ
ことができ、高周波特性を安定させることができる。
　このため、固体電力増幅器２１にＯＤＵに設けられる周波数変換回路等から信号が入力
した場合に、この信号のばらつきが発生するのを防止して、所定の出力回路に送信するこ
とができる。
【００４６】
　また、本実施の形態の多層基板２５は、上部の接地導体層３０および絶縁層２７を貫通
する凹部３１を有し、凹部３１の底面に高周波信号線路２８を露出させるとともに、高周
波信号線路２８に接続されるように凹部３１に増幅素子３２が収容し、バネシート３３が
、増幅素子３２の上面に接触する舌部３３ｃ、３３ｄを有する。
【００４７】
　このため、増幅素子３２と蓋２３の間に隙間が形成されることがないとともに、多層基
板２５の上部に設けられた接地導体層３０と蓋２３の間に隙間が形成されるのを防止する
ことができる。したがって、増幅素子３２と蓋２３および多層基板２５と蓋２３の間を高
周波的に同電位に保つことができ、高周波特性を安定させることができる。
【００４８】
　また、本実施の形態では、バネシート３３に増幅素子３２の上面に接触する舌部３３ｃ
、３３ｄを設けたので、増幅素子３２の上面が多層基板２５の上部の接地導体層３０から
突出するような構成であっても、バネシート３３を増幅素子３２に確実に密着させること
ができ、増幅素子３２と蓋２３の間に隙間が形成されるのを確実に防止することができる
。
【００４９】
　また、本実施の形態では、バネシート３３の面積をケース２２の開口部２２ａの開口面
積よりも大きく形成するとともに、バネシート３３の外周部に折り曲げ部３３ａを設け、
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折り曲げ部３３ａがケース２２の内周部に接触させるようにした。
【００５０】
　このため、加工精度等によって多層基板２５の両端部とケース２２の内周面の間に隙間
が形成されてしまう場合には、折り曲げ部３３ａが蓋２３に押圧されてケースの内周面に
撓んだ状態で接触し、多層基板２５の両端部とケース２２の内周面の間に形成された隙間
を埋めて、上方の接地導体層３０をケースと蓋２３に確実に接触させることができる。
【００５１】
　したがって、筐体２４と多層基板２５の間を高周波的により一層同電位に保つことがで
き、高周波特性をより一層安定させることができる。また、蓋２３および増幅素子３２の
両端部とケース２２の内周面の間に隙間に多層基板２５から放射ノイズが発生してしまう
のを抑制することができる。
【００５２】
　なお、本実施の形態では、半導体素子をＯＤＵに設けられた固体電力増幅器２１の増幅
素子３２に適用しているが、ＯＤＵに限らず、高周波回路であれば、半導体素子として、
Ｐｉｎダイオード等のダイオード、アイソレータ等に適用することができることは言うま
でもない。要は、本発明は、トリプレート構造の多層基板を用いた高周波回路であれば、
どのような回路にも適用可能である。
【００５３】
　また、増幅素子３２等の半導体素子を用いずに、トリプレート構造の多層基板２５のス
トリップ線路のパターンを利用して、多層基板２５をフィルタ回路やハイブリッド回路と
して利用するようにしてもよい。
【００５４】
　また、本実施の形態では、高周波回路にトリプレート構造を有する多層基板２５を用い
ているため、放射ノイズが発生したり、増幅素子３２の入出力間の電波の回り込みによる
発信、周波数特性の劣化、固体電力増幅器２１の入出力の電圧定在波比（ＶＳＷＲ）の劣
化等を抑制することができることに加えて、マイクロストリップ線路のような調整作業を
不要にして高周波回路の生産性が悪化してしまうのを防止することができることは言うま
でもない。
【００５５】
　また、今回開示された実施の形態はすべての点で例示であってこの実施の形態に制限さ
れるものではない。本発明の範囲は上記した実施の形態のみの説明ではなくて特許請求の
範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内での全ての変更が含まれ
ることが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　以上のように、本発明に係る高周波回路は、筐体と多層基板の間を高周波的に同電位に
保つことができ、高周波特性を安定させることができるという効果を有し、マイクロ波帯
やミリ波帯等の高周波を搬送波とするレーダーや無線通信、衛星通信等に使用される送受
信機に内蔵される高周波回路等として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】本発明に係る高周波回路の一実施の形態を示す図であり、高周波回路の断面図で
ある。
【図２】本発明に係る高周波回路の一実施の形態を示す図であり、（ａ）は弾性シートの
平面図、（ｂ）弾性シートの長手方向側面図、（ｃ）弾性シートの短手方向側面図である
。
【図３】本発明に係る高周波回路の一実施の形態を示す図であり、弾性シートの折り曲げ
部を説明するための高周波回路の要部断面図である。
【図４】本発明に係る高周波回路の一実施の形態を示す図であり、弾性シートの舌部を説
明するための高周波回路の要部断面図である。
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【図５】従来のマイクロストリップ線路を用いた高周波回路の断面図である。
【図６】従来のトリプレート構造のストリップ線路を用いた高周波回路の断面図である。
【符号の説明】
【００５８】
　２１　固体電力増幅器（高周波回路）
　２２　ケース（筐体）
　２２ａ　開口部
　２３　蓋（閉塞部材、筐体）
　２４　筐体
　２５　多層基板
　２６、２７　絶縁層
　２８　高周波信号線路
　２９、３０　接地導体層（誘電体）
　３１　凹部
　３２　増幅素子（半導体素子）
　３３　バネシート（弾性シート）
　３３ａ　曲げ部
　３３ｃ、３３ｄ　舌部（接触部）
　３４　ネジ（固定手段）

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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